
用瀬町ふれあいまつり補助金交付要綱 

 

（趣旨）  

第１条 この要綱は、用瀬町ふれあいまつり補助金（以下「本補助金」という。）につ

いて、鳥取市補助金等交付規則（昭和４２年鳥取市規則第１１号）に定めるもののほ

か、必要な事項を定めるものとする。  

（交付目的）  

第２条 本補助金は、用瀬地域の一年間の生涯学習を発表する場として実施する用瀬町

ふれあいまつり（以下「補助対象事業」という。）に対し補助することにより、市民

一人ひとりの学習意欲を高め、用瀬地域の生涯学習の振興を図ることを目的として交

付する。 

（補助対象者） 

第３条   本補助金の交付の対象となる者は、用瀬町生涯学習推進協議会とする。 

（補助対象経費） 

第４条 本補助金の交付の対象となる経費（以下「補助対象経費」という。）は、役務

費、報償費、印刷製本費、賄材料費、消耗品費、備品費、その他補助対象事業の実施

に要する経費とする。 

（補助金の算定） 

第５条 本補助金は、補助対象経費の額（仕入控除税額(補助対象経費に含まれる消費税

及び地方消費税に相当する額のうち、消費税法（昭和６３年法律第１０８号）に規定

する仕入れに係る消費税額として控除できる部分の金額と、当該金額に地方税法（昭

和２５年法律第２２６号）に規定する地方消費税率を乗じて得た金額の合計額をいう。

以下同じ。）を除く。)から寄附金等の本補助金以外の収入金の額に相当する額を控除

した額に１０分の１０を乗じて得た額以内で算定し、予算の範囲内で交付する。  

（承認を要しない変更） 

第６条 規則第９条第１項の市長が別に定める変更は、本補助金の増額以外の変更と

する。 

（着手届の提出） 

第７条 本補助金の交付に係る事業は、規則第１０条第１項第３号の市長が別に定め

る場合とし、同項に規定する着手届の提出を要しないものとする。 

 （補助金の交付） 

第８条 規則第１１条ただし書の規定に基づき、本補助金は概算払により交付するも

のとする。 

 （実績報告） 

第９条 本補助金の交付を受ける者（以下「補助事業者」という。）は、実績報告に

当たり、その時点で明らかになっている仕入控除税額（以下「実績報告控除税額」



という。）が交付決定額に係る仕入控除税額（以下「交付決定控除税額」という。）

を超える場合は、補助対象経費の額から超える額を控除して報告しなければならな

い。 

２ 補助事業者は、実績報告後に、申告により仕入控除税額が確定した場合において、

その額が実績報告控除税額（交付決定控除税額が実績報告控除税額を超えるときは、

当該交付決定控除税額）を超えるときは、様式第１号により速やかに市長に報告し、

市長の返還命令を受けて、その超える額に対応する額を市に返還しなければならな

い。 

（雑則）  

第10条 この要綱に定めるもののほか本補助金の交付に関し必要な事項は、別に定める。 

   附 則  

この要綱は、平成２０年４月１日から施行する。 

  附 則 

この要綱は、令和４年４月１日から施行する。 

附 則 

この要綱は、令和８年４月１日から施行する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



様式第１号（第９条関係） 

 

年   月   日 

 

鳥取市長様 

 

 

 

 

 

 

年度用瀬町ふれあいまつり補助金事業仕入控除税額確定報告書 

 

 

 用瀬町ふれあいまつり補助金交付要綱第９条第２項の規定に基づき、下記のと

おり報告します。 

 

記 

 

１ 補助金の確定額及び補助対象経費の額 

 （１）補助金の確定額  金        円 

 （２）補助対象経費の額 金        円 

 

２ 消費税の申告により確定した消費税及び地方消費税に係る仕入税額控除 

             金        円 

 

３ 補助金の額の確定までに減額した仕入控除税額 

             金        円 

 

４ 補助金返還額（２から３の額を差し引いた額） 

             金        円 

 

５ 添付資料 

 （１）消費税及び地方消費税に係る仕入控除税額の積算方法や積算内訳等を記

載した額 

 （２）課税期間分の消費税及び地方消費税の確定申告書（写し） 

 （３）課税売上割合・控除対象仕入税額等の計算表（写し） 

 

補助事業者 住   所 

      名   称 

      代表者役職 

      代表者氏名 


